
く

-617:30 陳情 ど第 守 号 要  請  書

945年 8月 、広島・長崎に原子爆弾が投下され今年で79年を迎えます。原子爆弾は 30万人の生
命を奪つただけでなく多くの被爆者を生みました。 日本国憲法 9条は、そ ういつた過去の反省から平和
な社会の大切さを世界に向けて発信 し続けていますが、軍事力こそが平和を守るといつた観念が社会や

職場に浸透しつつあります。被爆・戦争体験の風化が進む今、核兵器と戦争の残酷さだけでなく、加害の

実相を後世に伝え、三度と同じ過ちを繰り返さないよう語り継いでいくことは私たちの重大な使命です。

世界情勢を見れば、ロシアのウクライナ⌒の軍事侵攻は 3年目に入り、ロシア軍の徹退や停戦合意の

目途が立たないばかりか、戦闘はさらに激しさを増 しています。また、イスラエルによるパレスチナ・ガ

ザ地区への侵攻から半年以上が経過 し、パレスチナイ貝llの死者は既に 3万 8千人を超え、死者の約 4割が

幼い子どもたちであるという現実を直視しなければなりません。戦争に対する国際社会の足並みは揃わ

ず、停戦に向けた有効な働きかけもできず、世界は一段と対立と分断の道を進んでいます。

このような中、日本国内では中国や北朝鮮の脅威をあおりながら軍備上曽強のための大増税路線が進め

られています。さらには、防衛装備移転三原則の運用指針が変更され、イギリス、イタリアと共同開発中

の次期戦闘機の第二国への輸出を可能とすることが閣議決定されました。このことは、武器輸出を厳 し

く制限してきた日本の安全保障政策の大きな転換であり、日本を再び戦争のできる国に向かわせようと

するものです。

また、福島第一原発事故から13年が経過 しました。今もなお、避難生活を余技なくされている人がい

るにもかかわらず、政府は原発の再稼働へと向けて突き進んでいます。「核と人類は共存できない」とい

う理念の下、すべての原発の即時停止、廃炉が求められます。

私たちは、過去の事実に学び、悲惨な戦争と原発事故を繰り返さないために、「語りつごう、走り続け

よう、ヒロシマ。ナガサキ。オキナワの心を !」 をスローガンに県内全市町村に対して要請行動に取り組

んでいます。

つきましては、取組みの趣旨を御理解いただきつくば市におきましても、下記の要請に応えていただ

けるようお願いいたします。

記

一、平和行政を推進するため、原爆パネル展や映画上映などの平和事業を行い、次代を担う子どもたちヘ

「被爆・戦争体験」を継承する具体策を進めること。

一、福島第一原発事故で明らかになった「原子力の安全神話の崩壊」を直視し、東海第二原発をはじめと

した全ての原発の廃炉を求めるとともに、原子カエネルギーからの脱却と自然エネルギーヘの政策転

換を求めるよう、関係各方面に働きかけを行 うこと。

一、唯―の被 lナ暴国として世界のあらゆる核兵器・核実験に反対の意志を表明すること。
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